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障害者職業総合センター施設・設備利用について 

 

 

（目的） 

１ ここでは、独立行政法人高齢・障害・求職者雇用支援機構（以下「機構」という。）の障

害者職業総合センター（以下「総合センター」という。）の施設・設備利用について、障害

者、事業主その他関係者の方にご利用いただくための規則を定めています。 

 

（利用許可する施設・設備の範囲） 

２ 当機構が利用許可する施設・設備は、次に掲げるものとします。 

（１）講堂 

（２）研修室 

 

（利用日及び利用時間） 

３ 利用日及び利用時間は、次のとおりとします。 

（１）利用日は、次に掲げる日を除き、原則として、毎年度４月１日から３月３１日までと

します。 

イ １２月２７日から翌年１月５日まで 

ロ 機構内の行事又は総合センター内の施設・設備若しくは附帯施設・設備の点検・修

理等の実施が予定されている日 

（２）利用時間（準備、原状回復等に要する時間を含む。）は、原則として、９時３０分から

１７時までとします。ただし、１７時以降（以下「夜間」という。）の利用について、特

に許可するものについては、この限りではありません。 

 

（利用許可の原則） 

４ 施設・設備の利用許可は、原則として、障害者の雇用の促進又は職業リハビリテーショ

ンの推進に資するものに対して行います。 

なお、営利を目的とする利用については、許可しません。 

 また、土曜日、日曜日及び祝祭日等（以下「閉庁日」という。）における利用許可は、原

則として、次の要件の全てに該当するものに限り行います。 

（１）大会、研究会等で、一定程度以上の規模で実施されるものであること。 

（２）実施主体が全国的な団体又はこれに準ずるものであるとみられるものであること。 

（３）原則として、年１回程度実施されるものであって、当該年度において長期間にわたっ

て反復・継続的に実施されるものではないこと。 

 

（利用許可対象者の範囲） 

５ 利用許可を受けることができる方は、次のとおりです。 

（１）障害者（障害者の団体を含む。）又は障害者に係るボランティア（ボランティアの団体
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を含む。） 

（２）障害者を雇用している事業主（事業主の団体を含む。以下この号において同じ。）又は

雇用の予定のある事業主 

（３）障害者のリハビリテーション関係の団体 

（４）その他前各号に掲げる以外で、施設・設備の利用が適当と認められる方 

 

（利用許可申請及び利用許可） 

６ 当機構は、施設・設備の利用希望の方から、予め「障害者職業総合センター施設・設備

利用許可申請書（様式第１号）」及び「利用計画書（任意様式）」（以下これらを総称して「利

用許可申請書等」という。）を提出していただきます。 

また、当機構は、上記による利用許可申請書等を受けて、要件等を審査のうえ、利用の

許可又は不許可を行います。利用を許可する場合には、必要に応じて条件を付し、利用施

設・設備、利用日及び利用時間を指定して、利用希望の方に対し、「障害者職業総合センタ

ー施設・設備利用許可証（様式第２号。以下「利用許可証」という。）」を交付します。 

 

（利用許可を受けた者の履行すべき事項） 

７ 利用許可を受けた方（以下「利用責任者」という。）には、次の事項を遵守していただき

ます。 

（１）施設・設備の利用に当たっては、当機構が付した条件又は指示に従うこと。 

（２）許可を受けた施設・設備以外は、利用しないこと。 

（３）施設・設備の利用方法等について、施設・設備の利用を開始する日（以下「利用開始

日」という。）の１０日前までに機構担当者と事前打合せを行うこと。 

（４）施設・設備の利用後は、原状に回復すること。なお、利用責任者がこの原状回復の義

務を履行しないときは、当機構は、利用責任者の負担において、原状回復をさせること

ができること。 

（５）利用責任者は、許可を受けた施設・設備を利用して実施する業務全般について、管理

を行うとともに、盗難・火災・事故（以下この号において「事故等」という。）の防止を

図ること。 

なお、事故等が起きた場合は、直ちに適切な措置をとるとともに、当機構に報告しな

ければならないこと。 

（６）利用責任者又は来場者の責に帰する事由による物件の全部又は一部を滅失又はき損し

たときは、利用責任者の責任において当該滅失又はき損した物件の損害額に相当する金

額を損害賠償として支払わなければならないこと。 

（７）施設・設備の利用に当たって関係官庁への届出等が必要な場合は、利用責任者がその

手続を行うこと。 

（８）総合センター内は禁煙とし、喫煙は、当機構が指定した場所のみとすること。 

（９）利用許可申請書等に記載した事項に変更がある場合は、速やかに当機構に届け出なけ

ればならないこと。 

（１０）施設・設備の利用に当たり発生するゴミは、利用責任者の責任において回収し処分
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すること。未回収のゴミが発見された場合は、当機構は、利用責任者の負担において、

回収・処分させることができること。 

（１１）閉庁日の利用に当たっては、利用責任者の負担において庁舎管理等のために必要な

人員の警備員を配置するものとし、当機構が指定する警備会社との間で警備員派遣契約

を締結するものとすること。 

 

（施設・設備の利用料） 

８ 施設・設備の利用料は、別表のとおりとします。 

また、利用料は、原則として、申請者が利用許可証受領後、利用開始日の２日前までに

その全額を機構が指定する金融機関へ振込により納入いただきます。 

 

（閉庁日及び夜間の施設管理等） 

９ 閉庁日及び夜間における施設管理等は、次のとおりとします。 

（１）正面玄関入口及び利用する施設・設備の鍵の開閉及び照明は、警備員が行うものとす

る。 

（２）利用する施設の空調設備は、監視員が行うものとする。 

 

（閉庁日又は夜間の講堂利用に係る責務） 

１０ 閉庁日又は夜間に講堂を利用する場合には、利用責任者の責任において、講堂の附帯

設備（主として照明、ミキサー等）を稼働させる専門家を配置させるものとし、利用許

可申請書等に当該専門家の氏名、所属団体、経験等その専門性に関する書面を添付いた

だきます。 

また、当該専門家は、十分な知識・技術を有する者であると認められる者に限るもの

とします。 

 

（利用許可内容の変更及び解約） 

１１ 許可を受けた後、利用責任者の都合により、許可内容を変更する場合又は利用を解約

する場合は、速やかに当機構に「障害者職業総合センター施設・設備利用の変更・解約

届（様式第３号。以下「変更・解約届」という。）」を提出していただきます。 

〈許可内容を変更する場合〉 

（１）利用開始日の１４日前までに変更・解約届を提出すること。 

（２）前号により、改めて利用の許可又は不許可を行うものとする。 

（３）前号により、利用料の額に変更が生じる場合は、次のとおり取り扱うものとする。 

  イ 追加の利用料が発生する場合 

変更後の利用許可証（様式第５号。以下「新利用許可証」という。）の交付日から

１４日以内に機構が指定する金融機関へ振込により納入させるものとする。なお、変

更前の利用許可証に係る利用料（以下「当初利用料」という。）が未納の場合は、当

初利用料と合算して納入できるものとし、当初利用料の納入期限を適用する。 

  ロ 利用料の減額が発生する場合 
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     当初利用料が納入済みで、新利用許可証により納入済額に過納が生じる場合は、

新利用許可証の交付日から３０日以内に過納額を返金するものとする。なお、当初

利用料が未納の場合は、新利用許可証に係る利用料を納入させるものとし、当初利

用料の納入期限を適用する。 

〈利用を解約する場合〉 

（１）利用開始日の２日前までに変更・解約届を提出すること。 

（２）納入済みの利用料は、変更・解約届受理後、速やかに振込により返金するものとする。 

（３）前号の規定にかかわらず、（１）の期限を過ぎて変更・解約届を受理した場合、納入済

みの利用料は返金しないものとする。この場合において、利用料が未納の場合にあって

は、変更・解約届を受理後、１４日以内に機構が指定する金融機関へ振込により納入さ

せるものとする。 

 

  また、利用料納入後、請求額に誤りがあった場合については、次のとおりとします。 

（１）利用終了日までに過大に請求したことが判明した場合は、新利用許可証を交付するも

のとする。 

（２）利用終了日の翌日以降に過大に請求したことが判明した場合は、「障害者職業総合セン

ター施設設備利用料の返還について（様式第６号）」を交付するものとする。 

（３）前各号において過大に請求した額を返還するときは、利用責任者に「口座振込依頼書」

（任意様式）の提出を依頼することにより返還口座を確認し、新利用許可証又は「障害

者職業総合センター施設設備利用料の返還について（様式第６号）」の交付日から３０日

以内に返還するものとする。 

 

 

（利用の不許可及び取消し等） 

１２ 当機構は、利用許可申請書等の内容及び利用の実態が次のいずれかに該当するときは、

その利用許可申請を承認せず、又は利用許可の取り消し若しくは施設・設備の利用の停

止（以下これらを総称して「利用の不許可等措置」という。）を命ずることがあります。 

（１）利用の目的又は条件に反すると認められるとき 

（２）施設・設備を損傷するおそれがあるとき 

（３）公の秩序を乱し、善良な風俗を害するおそれがあるとき 

（４）第１０の規定による専門家の配置がないとき 

（５）許可を受けた利用の権利を他に譲渡、又は転貸したとき 

（６）災害その他やむを得ない事由により施設・設備の利用ができないとき 

（７）利用料が期日までに支払われないとき 

（８）その他施設・設備の管理運営上支障があると認められるとき 

 当機構は、上記の規定により利用の許可をすることが適当ではないと認めるとき又は利

用許可の取消し若しくは利用の停止をすることが適当と認められるときは、利用の不許可

等措置を行い、「障害者職業総合センター施設・設備利用不許可書（様式第４号）」により

申請者に通知します。また、取消し若しくは利用の停止に伴い利用料の一部又は全額を徴
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収しないこととなった場合は、新利用許可証を交付するものとします。 

 なお、上記の規定により、利用の不許可等措置を受けたことで申請者に損害が生じた場

合であっても、当機構は、その責を負いません。 

 

（免責） 

１３ 施設・設備の利用に伴う人身事故及び物品・展示品等の盗難・破損事故等の全ての事

故について、当機構は、一切の責を負いません。 

 

（その他） 

１４ 当機構総合センターの施設・設備利用に関し必要な事項は、「障害者職業総合センター

施設・設備利用に関する件」（平成 23 年 9 月 30 日達第 40 号）等に定めます。 

 

 


